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立教経済学研究（第 75 巻第 1～ 4号）総目次

第75巻第 1号（2021年 7 月）

〔論　　　文〕 
The IEAʼs Critical Minerals Report and  

its Implications for Japan   Andrew DeWit

米国ラストベルトにおける地域経済再編・産業政策の限界 

―ミシガン州を事例に―    山縣　宏之
戦後日本自動車メーカーにおけるブランドマネジメントの進化 

―マツダの事例―    菊池　　航
戦後アメリカ資本主義と段階論 

―経営者資本主義から新金融資本主義へ―    北原　　徹
〔資　　　料〕 
保育園・家事育児分担・ワークライフバランスをめぐる母親の苦悩 

―保育所入所申請世帯調査の自由記述から―   

  前田　正子，安藤　道人
〔報　　　告〕
研究会記録
現代日本財政史における「高橋財政」の意義 

―吉田震太郎「高橋財政下の地方財政」を手掛かりとして―    池上　岳彦
　	

学位論文審査報告（奥　愛）

第75巻第 2号（2021年10月）

〔論　　　文〕 
Critical Minerals and the Digital Decarbonization Challenge  

   Andrew DeWit

1925年イギリスの金本位制復帰に関するピグーの見解   吉原　千鶴
〔研究ノート〕 
原朗『創作か 盗作か―「大東亜共栄圏」論をめぐって』に寄せて 

―擬装盗用の摘発と防止のために―    疋田　康行
　	

2020年度修士論文要旨
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第75巻第 3号（2022年 1 月）

〔論　　　文〕 
Climate “Code Red” at COP26 and the Diversification of  

Decarbonization Narratives   Andrew DeWit

「分極化」する地域の成長基盤と経路 

―ワシントン州シアトルとミシガン州デトロイトの 

比較研究―    山縣　宏之

リカードウと土地の肥沃度   服部　正治

第75巻第 4号（2022年 3 月）

特集：移民の財政学的検討―理論・制度・自治体―

序　文   池上　岳彦

〔論　　　文〕
財政学はなぜ移民を論じるべきなのか？ 

―隣接領域における議論の限界と「貢献論」の 

問題を踏まえて―   掛貝　祐太，早﨑　成都

「移民政策」なき教育財政 

―外国につながる住民に向けた地方財政制度の 

視点から―    髙橋涼太朗，倉地真太郎

移民の子どもの教育支援における財政措置のあり方 

―愛知県と豊橋市の事例からみた問題提起―  

  谷　達彦，関根　未来

　	

〔論　　　文〕
Critical Minerals and Canadian Strategic Policymaking 

  Andrew DeWit

〔書　　　評〕
湊照宏・齊藤直・谷ヶ城秀吉『国策会社の経営史： 

台湾拓殖から見る日本の植民地経営』   陳　　家豪
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